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Abstract
　Based on “relationship marketing,” a key concept in contemporary marketing, “brand 
community” is here reconsidered. Using data acquired in a survey during March 2012, a 
brand community model incorporating the “purchase/use intention” of retailer service was 
formulated.
　This study’s originality is its use of the following set of hypotheses. First, it adopts the 
concept of brand personality for studying brand community. Second, it combines the arguments 
for relationship-based conventional brand community (McAlexander et al.2002 and Muniz 
and O’Guinn 2001) and consciousness-based community (Carlson et al, 2008) together. Third, 
the model assumes the member-led model and adds an original pass. Forth, it introduces 
earthquake disaster influence and dynamic in the proposed model.
　Brand community solidarity may be enhanced by the support offered through the brand at 
the time of crisis. Furthermore, results show the necessity to reconsider retailer function and 
its provision of the place of exchange.
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１．問題意識
　2011年3月の東日本大震災とそれにともなう福島の原発事故は、そこに暮らす多くの生
活者の生命を奪い、また脅かすこととなった。被災地の農業や水産業をはじめ、現地に製
造・流通拠点を構える企業など産業全体に甚大な損害が生じた。これに風評被害が加わる。
さらに一事業所のアクシデントが川上、川下に波及し、その影響は被災地を超えて広く国
内各地、海外へと及んだ。
　こうしてサプライチェーンが寸断し商品供給が困難な状況において、小売業者は重要な
役割を担っている。それは、必要な生活物資を供給し続けることである。採算度外視で行
われる場合もある。被災地に立地するみやぎ生協のある店長は震災直後、どんなことをし
ても供給を止めることのないよう現場に指示したという。水浸しで、かつ電気が通じない
なか、短い日中の、かろうじて日光の入る薄暗い店舗の可能なスペースに商品を陳列し、
精算しやすいよう100円、300円といった区切りのいい価格に設定して取引がなされたので
ある1。しかも、商品供給は商品の安全性を担保しつつ行われなければならない。自らの
安全基準を明確に持てるだけの専門性と、風評被害を克服するための積極的な情報発信が
求められることとなる。
　また、小売業には地域の人々の日常的な買い物を支えるだけでなく、人々との交流をも
媒介する役割がある（石原 1997）。気持ちがふさぎ込み、周囲から孤立しがちになる被災
者に対し、買い物の外出が気晴らしになるような明るい話題と場を提供することができる。
先述の生協では震災後、店舗内でお茶とお菓子を無料で提供する「オープンカフェ」が週
1回開催された。多い日では1日100人ほど来場があり、被災者同士の交流が行われたの
である。
　消費者は生活必需品の確実な購入、安心安全な消費、さらには、心を豊かにする日常の
人的交流といったさまざまな局面でリスクにさらされている。小売業はこうした広い意味
でのライフラインの担い手として物心の両面で消費者とつながり、彼らが直面するであろ
うさまざまなリスクに対処し、これを管理していくことになる。このとき小売業者の構築
してきたブランドが両者の結節点となり、利用者をメンバーとするコミュニティを形成す
る。コミュニティのあり方は、小売業ごとに異なったものとなろう。
1 現地調査におけるヒアリング（2012年1月22日）より。
キーワード：ブランド・コミュニティ、東日本大震災、多母集団同時分析
Key words：brand community, the Great East Japan Earthquake, multi-group analysis
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　本稿では現代マーケティング研究における鍵概念であるリレーションシップ・マーケ
ティングの視角より、小売ブランドを中核とするコミュニティについて考察する。その目
的はブランドとメンバーの関係性や、コミュニティへの意識のあり方を明らかにし、震災
というリスクがブランド・コミュニティにどのような影響を与えたのかを定量的に検証す
ることである。その際、複数の項目から導きだされる因子間の構造を分析することが可能
となる、共分散構造分析を行い、購買意図につながる複雑な要因を整理する。
　リスクがブランド・コミュニティに与える影響を明らかにすることによって、当該ブラ
ンドとメンバーとの関係性や、コミュニティにおけるメンバー間の関係性が外部の脅威か
ら受ける影響に関してさまざまな知見を得ることができる。ブランド・コミュニティ研究
は従来、高関与の製品ブランドやそれを扱う企業ブランドを対象としたものが多かった。
しかし本研究においてはブランド・コミュニティ概念が小売ブランドのそれにも適用でき
ることが示されるであろう。
2．先行研究のレビューと仮説モデル
2－１．リレーションシップ・マーケティングからブランド・リレーションシップへ
　リレーションシップ・マーケティングの概念を最初に提唱したのは Berry（1983）であ
る。当初はサービス財や産業財のマーケティングを対象に研究が進められた。1990年代以
降は消費財のマーケティングでも積極的に取り上げられ、今日までマーケティング研究の
主流として広く論じられている。CRM や One to One マーケティングもこの流れに位置
づけることができる。
　Morgan and Hunt（1994）によれば、リレーションシップ・マーケティングとは「好ま
しい交換取引関係を構築し、展開し、それを維持するためのマーケティング活動」（p. 22）
である。この定義から要件として2点あげることができる。第1は、好ましい交換取引関
係を構築すべきことである。本定義では、関係を結ぶ相手を受動的な存在ではなく、共に
価値を協創するパートナーとして位置づけている。第2は、交換取引関係を維持すべきこ
とである。1回の交換の実現に焦点を置くのではなく、複数回の継続的な取引を通じて形
成される関係に焦点をおいていることがうかがえる。
　無形のサービス財には商品の生産と消費が同時に行われるという性質がある。交換取引
の場における消費者の関与が、価値創造のあり方、ひいては交換取引関係に大きく影響す
る。また産業財においては、組織間取引として、継続的な関係を前提とする捉え方はむし
ろ一般的である。このようにサービス財や産業財の分野にリレーションシップ・マーケティ
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ングの概念が適用されることには相応の背景がある。
　しかし良好で長期継続的な関係の構築は、消費財の製造企業や流通サービスを扱う小売
企業も含めたマーケティング全体に通じる課題となっている。また、企業と消費者という
ダイアドの関係ではなく、関係構造の全体像を考察対象とするマーケティング・ネットワー
クの枠組みも提起されている（陶山 2002）。これらがリレーションシップ・マーケティン
グ研究への問題提起となる。
　そうしたリレーションシップ・マーケティング研究の系譜において注目されるのがブラ
ンド・リレーションシップである。これは Fournier（1994; 1998）によって理論化された
概念である。この概念のもとでは、ブランドが企業と消費者の結節点となる。また企業ブ
ランドや製品ブランドといった階層次元の異なるものも、ブランドとしてすべて考察対象
となる。
　企業はブランドを介して消費者との関係性を築こうとする。そのさい消費者は価値を共
創する対等のパートナーである。消費者との関係性はブランド・ロイヤルティ（忠誠心）と
いう言葉に表されている主従の関係ではない。Aaker and Joachimsthaler（2000）によれ
ばブランド・マネジメントの目標は、人と人との関係に似た、ブランドと顧客との関係を創
造することであり、その関係性がブランドに長期継続的な競争優位性をもたらすのである。
　ブランド・リレーションシップの構築過程において、顧客はブランドだけではなく、他
の顧客との関係性を構築することがある（図表1）。このことは、ブランドと顧客の関係
性を、顧客同士の関係性も踏まえて捕捉する視点を指し示し、ブランドをめぐる関係構造
の全体像を考察することにもつながる。こうしてブランド・リレーションシップ研究から、
ブランド・コミュニティの概念が提唱されるようになる。顧客の購買意図を高めるべく、
ブランド・コミュニティの強化が目指されることとなる。
2 McAlexander et al（2002）はブランドとメンバー、メンバー同士以外にも、メンバーと製品、メンバー
と企業の関係性がコミュニティにはあることを指摘している。
図表１　ブランド・コミュニティにおける関係性2
（出所）McAlexander et al. （2002）
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2－2．ブランド・コミュニティの概念
　Muniz and O’Guinn （2001）によれば、ブランド・コミュニティとは、当該ブランドを
好む人々の社会的関係から成り立つ、地理的な制約のない、特殊なコミュニティである。
彼らはブランド・コミュニティの成立要件として、同類意識（メンバーに対する仲間意識）、
儀式と伝統（ブランドの誕生日を祝うなどブランド愛用者同士が行う儀式や伝統）、道徳
的責任感（メンバーやコミュニティに対する責任感）の3つを指摘している。
　ブランド・コミュニティの成立要件にはいくつかの捉え方ある。ブランド・コミュニ
ティが必ずしも地理的条件と無関係に成立しているとは限らず、地理的集中度の高さが社
会的コンテクストの共有を促し、ブランド・コミュニティを強化させるという見解があ
る（McAlexander et al. 2002）。また、コミュニティ意識を重視する見解もある（Carlson 
2005; Carlson et al. 2008）。そこでは、儀式のようにメンバーの行動を伴う事項は必ずし
もコミュニティには必要とされていない。コミュニティへの帰属の意識をメンバーがも
つことのみが成立要件とされている（McMillan and Chavis 1986）。コミュニティ意識が
高ければ、クチコミ意向やブランド・コミットメントが高まるのである（Carlson 2005; 
Carlson et al. 2008; 羽藤 2012）。
　これらを踏まえ、本稿ではブランド・コミュニティを「ブランドに対して肯定的な感情
を有する人々の社会的関係からなるネットワーク」（陶山 2012）と緩やかに定義する。そ
こにはリアルなネットワークだけでなく、バーチャルなネットワークも含まれる。
　ブランド・コミュニティはブランドとメンバー、メンバー同士の2つの関係性から構
成されている（Muniz and O’Guinn 2001）。ブランド・コミュニティはブランドを起点と
してメンバーとの関係性維持に貢献し、ブランド・ロイヤルティを高める（Algesheimer 
et al. 2005; Anderson 2005）。ブランドとの関係性が強まると、メンバーはコミュニティ
内で活動を行い、メンバー間の交流が行われることでメンバー間の関係性が強くなる 
（Algesheimer et al. 2005）。なかでもメンバーが主体的に活動しているコミュニティでは、
メンバーとの関係性がブランドとの関係性に影響を与える。こうしてブランド・コミュニ
ティに高いコミットメントを持つメンバーは、購買意図やロイヤルティが高まるのである
（Algesheimer et al. 2005; Anderson 2005; Thompson and Sinha 2008）。以上をモデルとし
て図示すれば図表2のようになる。
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図表2　ブランド・コミュニティの概念モデル
（出所）筆者作成
2－3．ブランド・パーソナリティとリスク
　ブランドと顧客との関係を、あたかも人と人との関係のごとく創造していくことは、ブ
ランド・コミュニティの構築においても有用である。ブランドには人格としての側面があ
る。J.Aaker （1997）はブランドから連想される人的特性の集合をブランド・パーソナリティ
と定義した。ブランドと消費者の関係性を強化する上で、ブランド・パーソナリティが先
行要因となり、ブランドと消費者の関係性強化に貢献する（Aaker et al. 2004: Aaker and 
Joachimsthaler 2000; Fournier 1995, 1998）。
　ブランド・パーソナリティは、ブランド使用者イメージや推奨者等によって形成される。
そのためメンバーは、ブランドや他のメンバーに対して自分と似たパーソナリティを感じ
ることがある（McCracken 1989）。その場合、当該ブランドのパーソナリティがメンバー
間で共有されることで、メンバーの能力が自身のニーズ充足に役立つと感じられる場合、
メンバー間の関係は良くなると考えられている（McMillan and Chavis 1986）。
　他方、自身のパーソナリティがブランドのそれに類似しない場合も、メンバーは当該
ブランドとの間に親子や兄弟・姉妹の関係、あるいは、友人や恋人の関係を実感してい
るかもしれない。当該のブランドがもつ何らかの人格がメンバーに親しみをもたらすこ
とで、ブランド・パーソナリティはブランドと消費者の関係性を強化する（J.Aaker et al. 
2004）。以上をモデルとして図示すれば図表3のようになる。
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図表3　ブランド・パーソナリティ概念を組み込んだブランド・コミュニティの拡張モデル
（出所）筆者作成
　このようにブランド・パーソナリティのあり方は、ユーザーの自己イメージの形成と
大きくかかわっている。消費者はまさしく消費を通じて積極的に自己の定義を行ってい
る（McCracken 1989）。特定のパーソナリティを備えたブランドを使用することで、理
想の自己イメージを実現するのである（Aaker 1996）。このことを消費者とブランドと
の同一化（Escalas and Bettman 2009, 久保田 2010）と呼ぶ。ブランドとの同一化はブラ
ンド・リレーションシップの重要な要素である （Bagozzi and Dholakia 2006; Escalas and 
Bettman 2009）。ブランドとの同一化を果たすことでブランド・ロイヤルティが高められ
（Bagozzi and Dholakia 2006）、メンバーは相互の関係を深めつつ、コミュニティにより関
与するようになる（Heere et al. 2011）。
　同様の点はリスク研究の分野でも指摘されている。Earle and Cvetkovich（1995）や中
谷内（2008）の主要価値類似性モデルによれば、リスク管理者と自分とが同じ価値（ある
問題について何が重要で、結果や手続きがどうあるべきか）を共有していると感じられる
と、リスク管理者の誠実さや能力に関する評価が高まり、信頼関係が生まれるという。こ
こでリスク管理者は、消費者の抱える問題を解決に導くという点でブランドと似た役割を
担っている。したがってブランド価値と消費者の価値観が類似すると、ブランドとの同一
化が促進され、ブランド・パーソナリティへの評価が高まると考えられる。以上をモデル
として図示すれば図表4のようになる。
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図表4　ブランドとの同一化概念を組み込んだブランド・コミュニティの拡張モデル
（出所）筆者作成
　もっともブランド・パーソナリティはさまざまな人的特性によって構成されている3。
とりわけ小売ブランドのコミュニティでは、商品の購買、使用における安心安全、人々が
集い交流する機会において、消費者はリスクと向きあっている。そこで本稿では、ブラン
ド・パーソナリティを構成する人的特性として信頼や誠実といった特性に注目する。
　さらに、本研究では震災の影響をブランド・コミュニティのモデルに加味して考察する。
現実の、もしくは知覚された脅威に対して、多くのコミュニティは結束力を増し、災難や
脅威においてより強いつながりを経験する（Janowitz 1952：Muniz and O’Guinn 2001）。
リスク管理者となるブランド（小売業者）のあり方が直接的に、あるいはメンバー同士の
関係性を通じて間接的に、コミュニティ意識に影響することが考えられる。この点をモデ
ルに加えると図表5のようになる。
3 J.Aaker （1997）はブランド・パーソナリティの次元として、誠実（sincerity）、刺激（excitement）、
能力（competence）、洗練（sophistication）、素朴（ruggedness）の5つをあげている。
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図表5　震災の影響を考慮したブランド・コミュニティの拡張モデル
（出所）筆者作成
　以上をもって本研究における包括的ブランド・コミュニティモデルが構築される。
2－4．仮説
　作業仮説（図表６）とともに、包括的ブランド・コミュニティモデルを次の通り示す。
図表6　包括的ブランド・コミュニティモデル
（出所）筆者作成
H1：ブランド・パーソナリティはメンバー間の関係性に正の影響を与える
H2：ブランド・パーソナリティはブランドとの関係性に正の影響を与える
H3：ブランド・パーソナリティはブランドとの同一化に正の影響を与える
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H4：ブランドとの同一化はメンバー間の関係性に正の影響を与える
H5：ブランドとの同一化はブランドとの関係性に正の影響を与える
H６：ブランドとの関係性はメンバー間の関係性に正の影響を与える
H７：メンバー間の関係性はコミュニティ意識に正の影響を与える
H8：ブランドとの関係性はコミュニティ意識に正の影響を与える
H９：コミュニティ意識は継続購買意図に正の影響を与える
H10：震災の影響を受けた東北は影響を受けていない関西よりも、ブランドとの関係性か
らメンバー間の関係性に強く正の影響を与える
H11：震災の影響を受けた東北は影響を受けていない関西よりも、メンバー間の関係性か
らコミュニティ意識に強く正の影響を与える
H12：震災の影響を受けた東北は影響を受けていない関西よりも、ブランドとの関係性か
らコミュニティ意識に強く正の影響を与える
　一連の仮説群の独自性は次の点である。第1に、ブランド・コミュニティ研究にブラン
ド・パーソナリティの概念を取り入れたことである。第2に、要素間の関係性をベースと
する従来のブランド・コミュニティの議論（McAlexander et al.2002; Muniz and O’Guinn 
2001）と意識をベースにしたコミュニティの議論（Carlson et al. 2008）を組み合わせた
ことである。第3に、メンバー主導型の組織を念頭に置いて独自のパスを追加したことで
ある。第4に、震災の影響（リスク）をモデルに組み込んだことである。
3．実証分析
3－１．調査概要
　本調査の対象となった地域は、東北（岩手・宮城・福島）、関東（埼玉・千葉・東京・神奈川）、
関西（京都・大阪・兵庫）の3つの地域である。調査の方法はインターネット調査で、実
査はアイザック・マーケティング株式会社に委託し、消費者パネルの CiM-Net を利用した。
調査の実施期間は2012年4月６～10日である。回収数は1,600サンプル、その内訳は男性
が827サンプル、女性が773サンプルである（年代と地域、性別による集計は図表７を参照
のこと）。
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サンプル
（ =1,600）
東北 関東 関西
合計
男性 女性 男性 女性 男性 女性
20代 13 31 12 14 13 18 101
30代 56 77 40 59 35 45 312
40代 98 114 75 87 76 71 521
50代 78 49 63 50 62 50 352
60代　以上 58 26 72 28 76 54 314
合計 303 297 262 238 262 238 1,600
図表7　サンプルの内訳
（出所）筆者作成
3－2．地域による差異
　東日本大震災による被害の影響が地域により大きく異なるため、震災の影響による日常
生活の変化について地域間の比較を行った。集計の結果（ =1,600）から、日常生活に変
化があったと考える回答者は、被災地からの距離が近い順に多くなる。東北では64％の回
答者に変化があったのに対して、関東ではその割合は44％、関西では24％と低くなる。
3－3．尺度
　次に、仮説モデルを検証するための尺度について検討する。ブランドとの関係性、メ
ンバーとの関係性は MxAlexander et al.（2002）を参考にして合計5項目を設定した。ま
た、コミュニティ意識については Carlson（2005）を参考にして６項目を設定した。ブラ
ンド・パーソナリティについては J.Aaker et al.（2001）から4項目を、購買意図につい
ては Zeithaml et al.（1996）から2項目を、ブランドとの同一化については Bergami and 
Bagozzi（2000）から1項目を採用している。
　尺度の信頼性については、クロンバックαを算出し、その数値の高さ（1に近いほど良
い）によって質問項目に問題がないことを確認した。また、SPSS Amos Ver.6.0を用いて
検証的因子分析（CFA）を行った結果、モデルの当てはまりの良さ4を確認することが
できた（図表8）。
4 適合度指標と判断基準は次の通りである。CMINはカイ二乗値であり、乖離度を示す。小さいほど良い。 
d.f. は自由度を表す。CFI は比較適合度指標であり、1に近いほどデータに適合している。NFI は基準
化適合度指標であり、1に近いほどモデルの当てはまりが良いとされる。RMSEA は平均二乗誤差平
方根であり、値が0.05未満の場合、モデルの当てはまりが良いとされ、0.1以上であれば当てはまりが
悪いと判断する場合が多い（豊田 ; 1998、田部井 ; 2001）。
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概念 出典 質問項目
信頼性
（α）
適合度指標
（CFA）
ブランドと
の関係性
McAlexander 
et al.（2002）
引越しをしたとしても、生協で買い物をしたい
（Brand1）
0.858
CMIN=531.28
d.f.=109
CFI=.969
NFI=.962
RMSEA=.071
生協で売られている商品の品質は最高である
（Brand2）
食品スーパーマーケットの中で生協に並ぶもの
はない（Brand3）
メンバー間
の関係性
生協のおかげで素晴らしい人たちと出逢うこと
ができた（Mem1）
0.908
生協で買い物をする人が集まる会員組織に興味
がある（Mem2）
コミュニ
ティ意識
Carlson
（2005）
生協で買い物をする他の人とつながっていると
感じる（BC1）
0.97  
生協で買い物をする他の人との間には強い仲間
意識がめばえている（BC2）
生協で買い物をする他の人と容易に絆を感じる
（BC3）
生協で買い物をすることでコミュニティ意識が
生まれる（BC4）
生協で買い物をする他の人との間に強い結びつ
きがある（BC5）
生協で買い物をする人との間にコミュニティ意
識がめばえる（BC6）
ブランド・
パ ソーナリ
ティ
J. Aaker et al.
（2001）
頼りになる（P1）
0.907
誠実さがある（P2）
責任感がある（P3）
落ち着いている（P4）
購買意図
Zeithaml et al.
（1996）
今後数年間は今以上に生協で買い物をするだろ
う（Pur1）
0.863
食品スーパーマーケットの中では、生協（コープ）
で一番に買おうと思う（Pur2）
ブランドと
の同一化
Bergami and 
Bagozzi（2000）
生協と私はとても似ている － －
図表８　尺度表
（出所）筆者作成
　補足であるが、McAlexaner et al.（2002）の4つの関係性（焦点メンバーとブランド・
メンバ ・ー企業・製品）の尺度を探索的因子分析（EFA）により検討したところ、ブランド・
商品・企業群とメンバー間の2つの関係性に分かれた。また、Stockburger-Sauer（2010）
でも同様に、4つの区別がつかなかったことから、今回はブランドとメンバー、メンバー
間の関係性の尺度を採用する。
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　さらに、ブランド・パーソナリティについては、J. Aaker et al.（2001）の全17項目
で EFA を行ったところ、3因子構造になり、因子負荷量が0.4以下の項目を削除し、 
J. Aaker et al.（2004）で言われる、関係性継続に貢献する誠実因子を精緻化する。さらに、
CFA を行い、適合度が最も高くなるようモデルを調整し、誠実因子の観測変数を確定した。
日本では誠実因子の要素は能力因子として扱われている（松田 2003）ことから、本研究
においては誠実・能力因子として扱うこととする。Muniz and O’Guinn の議論で言われる、
ブランド・コミュニティにはブランドとの関係性、メンバー間の関係性があるとするモデ
ルを採用したためこの2つの関係性を利用する。
　McAlexander らは消費者がブランド・コミュニティ内で結ぶ関係性には、ブランドと
の関係性やメンバー間の関係性に加え、企業との関係性、製品との関係性があると指摘し
たが、実際のデータを用いて探索的因子分析を行うとブランドとの関係性とメンバー間の
関係性に分かれた。以上の理由から今回は彼らの尺度の2つを採用した。
3－4．共分散構造分析
　生協に対するコミュニティ意識について、生協を利用した経験があると回答した766サ
ンプルを分析対象として共分散構造分析を行った（SPSS Amos Ver.6.0）。
図表９　生協に対するコミュニティ意識
（出所）筆者作成
　上記の分析の結果、メンバー間の関係性とコミュニティ意識の関係について、0.82と強
い関係があることを表す係数が算出された。また、コミュニティ意識と購買意図の関係は
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0.67、ブランドとの同一化とメンバー間の関係性、ブランドとの同一化とブランドとの関
係性についても0.64と高い数値となっている。
　このことから、ブランドとの同一化（「生協と私は似ている」）という意識は、ブランド
や周りの構成員と強い関係性があることが推測される。仮説1～９の検証結果は図表10の
通りである。
係数
H1
ブランド・パーソナリティ
→メンバー間の関係性
-.01
H2
ブランド・パーソナリティ
→ブランドとの関係性
.37**
H3
ブランド・パーソナリティ
→ブランドとの同一化
.28**
H4 ブランドとの同一化→メンバー間の関係性 .64**
H5 ブランドとの同一化→ブランドとの関係性 .64**
H6 ブランドとの関係性→メンバー間の関係性 .24**
H7 メンバー間の関係性→コミュニティ意識 .82**
H8 ブランドとの関係性→コミュニティ意識 .17**
H9 コミュニティ意識→購買意図 .67**
図表10　仮説の検証結果（H１～H９）
※ **p<.05
（出所）筆者作成
3－5．震災の影響による比較（多母集団同時分析）
　次に、東北（震災による影響あり群）と関西（震災による影響なし群）による違いを検証し、
震災による影響の有無によるコミュニティ意識構造の違いについて考察していく。まず、
個別モデルの適合度を確認した。下記の図表11にある通り、モデル1とモデル2の適合度
は低い（RMSEA, NFI）が今回は受け入れ可能と判断している。さらに、不変性の確認を行っ
たところ、モデル3～5に関しては適合度に大きな差がなかったため、AIC の値が最も
低いモデル3を採用した5。
5 AIC は赤池情報量基準であり、値が小さいほど良いとされる。
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CMIN 自由度 CFI NFI RMSEA AIC
モデル1（東北） 398.99 127 0.939 0.914 0.093 685.935
モデル2（関西） 369.405 127 0.923 0.888 0.095 457.405
モデル3（配置不変） 768.644 254 0.933 0.903 0.07 931.021
モデル4（弱測定不変） 786.814 267 0.932 0.901 0.07 936.814
モデル5（強測定不変） 858.009 298 0.927 0.892 0.069 946.009
※配置不変の確認→同じ因子構造でもパスの強弱は異なる
　弱測定不変→観測変数から因子のパスに制約を加える
　強測定不変→すべての要因に制約を加える
図表11　多母集団同時分析のためのモデル比較
（出所）筆者作成
　メンバー間の関係性とコミュニティ意識、ブランドとの関係性とメンバー間の関係性、
さらにブランドとの関係性についての仮説の検証結果は以下の図表12の通りである。検定
を行い、東北と関西の係数の差を検定した。その結果、ブランドとの関係性とコミュニティ
意識については10％水準で、ブランドの関係性とメンバー間の関係性については5％水準
東北
（係数）
関西
（係数）
差の検定
（有意確率）
H10 ブランドとの関係性→メンバー間の関係性 .44** .10 **
H11 メンバー間の関係性→コミュニティ意識 .76** .88** n.s.
H12 ブランドとの関係性→コミュニティ意識 .23** .11* *
図表12　仮説の検証結果（H10～12）
※ **p < .05, *p < .1
（出所）筆者作成
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で有意な差があるという結果になった。このことから、震災のあった東北において生協に
対するコミュニティ意識とブランドとの関係性が関西よりも強くなっており、またブラン
ドとの関係性とメンバー間の関係性についても東北の方が強くなっていることがわかる。
4. 結論
4－１．仮説の検証結果と結論
　仮説の検証結果は次の通りである。
図表13　仮説検証結果一覧（図解）
※係数が0.5以上のもの（または震災による差が0.3以上）は太線
（出所）筆者作成
　本研究の貢献として次の3点をあげることができる。第1に、関係性ベースのブランド・
コミュニティの議論（McAlexander et al. 2002; Muniz and O’Guinn 2001）とコミュニティ
意識ベースの議論（Carlson 2005; Carlson et al. 2008）を組み合わせることで、コミュニティ
意識の向上にはメンバー間の関係性が特に重要であることを明らかにしたことである。第
2に、リスクの顕在化により、ブランド・コミュニティ内ではメンバーとブランドとの関
係性がコミュニティ意識に直接・間接的に強く影響することを明らかにしたことである。
第3に、ブランド・コミュニティの周辺概念であるブランド・パーソナリティとブランド
との同一化を含むより包括的なブランド・コミュニティのモデルを示したことである。
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4－2．実務的インプリケーション
　リスク発生時にはブランドを介した支援を行うことで、ブランド・コミュニティが強化
される可能性がある。また、ブランドとメンバーのダイアドな関係性にのみ注目するので
はなく、メンバー間の関係性が高められるようなコミュニティのイベントや仕組みを立案
することでブランド・コミュニティは強化されるだろう。最後に、交流の場を提供する小
売業者の役割の再確認できた。なお、生協は組合員制度に基づくメンバー主導の組織であ
る。他の小売業態と違いメンバー間の関係性がブランドとの関係性に影響すると考えられ
たが、本研究ではその独自性は見られなかった。近年の共同購入グループ数の減少、個別
配送の利用者数増による組合員同士の関係性の希薄化が示唆される。
4－3．今後の研究課題
　今後は、メンバー間の関係性の質的な違いに注目し、どのような関係性がコミュニティ
意識につながりやすいのかを検証する必要がある。つまり、メンバー間の相互作用のなか
でブランドの新しい意味が生成され、新しい価値が創造される過程の調査が必要である。
さらに、地域、企業・組織、文化などによる違いについては今後の研究課題としたい。
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付録
基礎解析結果【上段：度数、下段：割合（％）】
性別
全  体 男性 女性
1,600 827 773
100.0 51.7 48.3
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職種
全  体 会社事務 会社労務職
公務員
事務職
公務員
労務職
サービ
ス業 自営業 農林業 水産業
専門職
（医師・弁
護士など）
主婦
仕事は
してい
ない
その他
1,600 353 162 43 9 160 161 5 2 53 366 219 67
100.0 22.1 10.1 2.7 0.6 10.0 10.1 0.3 0.1 3.3 22.9 13.7 4.2
東北エリア
全  体 エリア計 男性 女性 無回答
1,600 600 303 297 1,000
100.0 37.5 18.9 18.6 62.5
関東エリア
全  体 エリア計 男性 女性 無回答
1,600 500 262 238 1,100
100.0 31.3 16.4 14.9 68.8
関西エリア
全  体 エリア計 男性 女性 無回答
1,600 500 262 238 1,100
100.0 31.3 16.4 14.9 68.8
未既婚
全  体 未婚 既婚（死別・離別を含む）
1,600 438 1,162
100.0 27.4 72.6
利用経験【スーパーマーケット（生協を含む）】
全  体
持っている・利用したことが
ある
持っていない・利用したこと
がない
1,600 1,533 67
100.0 95.8 4.2
居住形態
全  体
持ち家：
戸建て
持ち家：
マンション
借家：
戸建て
借家：
マンション・
アパ トー
借家：
公団・公社・ 
公営のマンション・
アパ トー
社宅・
官舎・寮
避難所・
仮設住宅
その他
1,600 859 261 50 280 107 25 9 9
100.0 53.7 16.3 3.1 17.5 6.7 1.6 0.6 0.6
世帯年収
全  体 ～200万円
201～400
万円
401～600
万円
601～800
万円
801～1,000
万円
1,001～
1,500万円
1,500万円
以上
わからない・ 
答えたくない
1,600 118 328 382 271 164 131 50 156
100.0 7.4 20.5 23.9 16.9 10.3 8.2 3.1 9.8
（106）
257
震災とブランド・コミュニティ（鈴木雄也・後藤こず恵・羽藤雅彦）
引越しをしたとしても、生協（コープ）で買い物をしたい
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 37 178 328 118 105
100.0 4.8 23.2 42.8 15.4 13.7
生協（コープ）で売られている商品の品質は最高である
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 24 172 388 110 72
100.0 3.1 22.5 50.7 14.4 9.4
食品スーパーマーケットの中で生協（コープ）に並ぶものはない
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 15 58 381 205 107
100.0 2.0 7.6 49.7 26.8 14.0
生協（コープ）のおかげで素晴らしい人たちと出逢うことができた
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 9 45 261 192 259
100.0 1.2 5.9 34.1 25.1 33.8
生協（コープ）で買い物をする人が集まる会員組織に興味がある
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 15 71 267 187 226
100.0 2.0 9.3 34.9 24.4 29.5
生協（コープ）で買い物をする他の人とつながっていると感じる
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 15 113 247 204 187
100.0 2.0 14.8 32.2 26.6 24.4
生協（コープ）で買い物をする他の人との間には強い仲間意識がめばえている
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 17 86 258 196 209
100.0 2.2 11.2 33.7 25.6 27.3
生協（コープ）で買い物をする他の人と容易に絆を感じる
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 11 90 260 203 202
100.0 1.4 11.7 33.9 26.5 26.4
生協（コープ）で買い物をすることでコミュニティ意識が生まれる
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 14 89 268 194 201
100.0 1.8 11.6 35.0 25.3 26.2
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生協（コープ）で買い物をする他の人との間に強い結びつきがある
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 16 133 240 186 191
100.0 2.1 17.4 31.3 24.3 24.9
生協（コープ）で買い物をする人との間にコミュニティ意識がめばえる
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 13 87 256 195 215
100.0 1.7 11.4 33.4 25.5 28.1
頼りになる
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 68 249 373 51 25
100.0 8.9 32.5 48.7 6.7 3.3
誠実さがある
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 103 333 266 39 25
100.0 13.4 43.5 34.7 5.1 3.3
責任感がある
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 114 330 259 37 26
100.0 14.9 43.1 33.8 4.8 3.4
落ち着いている
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 59 312 322 50 23
100.0 7.7 40.7 42.0 6.5 3.0
今後数年間は今以上に生協（コープ）で買い物をするだろう
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 30 123 352 147 114
100.0 3.9 16.1 46.0 19.2 14.9
食品スーパーマーケットの中では、生協（コープ）で一番に買おうと思う
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 19 90 347 173 137
100.0 2.5 11.7 45.3 22.6 17.9
生協（コープ）と私はとても似ている
全  体 非常にあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない 全くあてはまらない
766 7 45 296 196 222
100.0 0.9 5.9 38.6 25.6 29.0
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